
１．ふじみ野市将来構想 from 2018 to 2030 における位置づけ

２．施策指標と達成状況 ※網掛けの指標は後期重点プロジェクトに該当する指標です。

重点プロジェクト
いきいき“元気・健康”プロジェクト

総合戦略

令和6年度　施策評価シート

施策
体系

分　野 04　健康・保険 ～元気・健康の好循環が生まれるまち～

施　策 15　医療保険　－国民健康保険・後期高齢者医療制度の安定運営に努めます－

関　連　課
収納課、生活福祉課、保健センター

目　　標

国民健康保険制度及び後期高齢者医療制度については、県や埼玉県後期高齢者医療広域連合との連携の下、健全な運
営や財政安定化に努めるとともに、健康寿命の延伸のため健診や健康づくりに取り組みます。

施策目標の実現
に向けた取組

（1）国民健康保険・後期高齢者医療制度の健全運営
〇国民健康保険については、県国民健康保険運営方針に基づき、県と連携しながら安定的な運営を図ります。
〇埼玉県後期高齢者医療広域連合と連携し、医療保険制度の動向を注視しつつ、後期高齢者医療制度の円滑な運営を
図ります。
〇被保険者負担の軽減や医療保険財政の改善のため、後発医薬品（ジェネリック医薬品）への切替えを推進します。
（2）地域との連携による保健・医療体制の推進
〇国民健康保険被保険者や後期高齢者医療被保険者に対し、各種健診、健康相談などを引き続き行います。
〇生活習慣病の早期発見や予防を継続して実施し、保健事業の普及や特定健康診査の受診率の向上を図ります。

主　管　課 市民生活部　保険・年金課
評価責任者 工藤　淳

評価日 令和7年6月2日
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指標
１

指標名 特定健康診査受診率

説明
令和6年度特定健康診査の対象者11,867人中、5,368人受診し、受診率は45.2%であった。受診率は令和7年9月の法
定報告にて確定する。

単位 ％

活動

年度 令和12年度

目標値 47.10 47.20 47.30 47.40 47.50 47.60 47.70

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

活動

年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

指標
２

指標名 特定保健指導実施率

説明
令和6年度特定健康診査の結果からの特定保健指導対象者661人中、199人が特定保健指導を利用し、実施率は
30.1%であった。実施率は令和7年9月の法定報告にて確定する。

単位 ％

実績値 45.20

令和10年度 令和11年度 令和12年度

目標値 33.00 33.20 33.40 33.60 33.80 34.00 34.20

実績値 30.10

活動

年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

指標
３

指標名 ジェネリック医薬品の使用率

説明
令和6年度のジェネリック医薬品数量シェア。
数量シェアとは、全体の医薬品数量に対するレセプト記載の後発医薬品数量の割合を指す。

単位 ％

令和10年度 令和11年度 令和12年度

目標値 82.00 82.00 82.00 82.00 82.00 82.00 82.00

実績値 87.80

年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

指標
４

指標名

説明

単位

令和10年度 令和11年度 令和12年度

目標値

実績値

年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

指標
５

指標名

説明

単位

令和10年度 令和11年度 令和12年度

目標値

実績値



３．施策への投入コスト （単位：千円）

４．評価対象年度の施策実施内容 ※網掛けの指標は後期重点プロジェクトに該当する取組です。

５．評価

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

0 0 0

人件費 166,398 0 0 0 0 0

事務事業費 12,742,971 0 0 0

0

収
入

特定財源 8,612,445 0 0 0 0 0 0

支
出

0 0

実施内容 実施実績と効果 主な事務事業

一般財源 4,296,924 0 0 0 0

取
組
①

埼玉県国民健康保
険運営方針（第3
期）に基づく国民
健康保険財政の安
定的な運営

埼玉県国保運営方針に基づき、令和9年度
県内市町村国保税率水準の準統一を見据
え、安定的な国保財政の運営を行うとと
もに、同方針による「赤字削減・解消計
画」の最終報告及び「収支計画書」の作
成を行った。

医療費適正化、収納対策（特に口座振替
切替）等事業への取組、及び財政調整基
金や前年度繰越金の活用により安定的な
国保財政運営を行った。

国保運営管理事務

取
組
②

後発医薬品への切
り替え推進

ジェネリック医薬品差額通知の発送を年4
回（6・9・12・3月）行い、処方された医
薬品をジェネリック医薬品に切り替えた
場合の差額金額を通知した。被保険者証
交付時に通知シールを配付し、利用につ
いて市報掲載し、周知を図った。

発送件数：1,121件
ジェネリック医薬品使用率：87.8％
目標値を上回る使用率となった。年々増
大する医療費を抑制し、被保険者及び保
険者の双方の負担を軽減させることがで
きた。

国保運営管理事務

取
組
⑤

評価

取
組
③

特定健康診査受診
率

高齢者の医療の確保に関する法律に基づ
き、国民健康保険加入者のうち令和6年度
に40歳から74歳の被保険者を対象に、メ
タボリックシンドローム（内臓脂肪症候
群）に着目した生活習慣病予防のための
健康診査を行った。

受診率向上対策として、特定健診未受診
者7,755人へ受診勧奨通知を送ったとこ
ろ、対象者の21.07％の1,634人が受診し
た。また、診療情報提供を30人に依頼
し、8人から提供を受けた。

健康増進事業（国保特会）

取
組
④

特定保健指導実施
率

特定健康診査の結果で国の基準により抽
出された対象者に、対象者本人が自分の
生活習慣の改善すべき点等を自覚し、自
ら目標を設定し行動に移すことができる
よう、面接、電話及び手紙で保健指導を
実施した。

対象者へ特定保健指導の利用案内を送
付。電話や訪問による利用勧奨を実施し
た。さらに、脳内年齢測定会と題して未
利用者勧奨事業を実施したことで5.3％の
実施率向上につながり、特定保健指導実
施率は30.10%となった。

特定保健指導事業

指標の達成状況 平成30年度からの広域化に伴う埼玉県国民健康保険運営方針等に基づき、安定的な健康保険事業の運営に努めてい
る。
特に国民健康保険被保険者のジェネリック医薬品使用率については、差額通知の発送等により目標を上回る使用率と
なり被保険者の負担軽減及び保険者財政の改善に資する結果となった。
特定健康診査については、受診率は県内でも上位の受診率を維持継続しているが、被保険者の健康増進や医療費の適
正化に向けて、若年層（40歳代50歳代など）の受診率向上対策が必要であるため、令和6年度より若年層を対象とし
た保健事業を実施している。また、令和7年度より未受診者勧奨通知作成業務を業務委託により実施し、引き続き受
診率の向上に努める。
特定保健指導については、実施率向上対策として、脳内年齢測定会を併せて実施したことで参加を促し、前年度を上
回る実施率に寄与することができた。生活習慣病予防という視点で被保険者の健康づくりの推進を図り、引き続き実
施率等の向上に努める。
今後も被保険者の健康を守り安心な暮らしを支えていくため、後期高齢者医療保険制度も含め健康増進、疾病予防及
び医療費の適正化を図るとともに、病気や怪我などに備えた医療保険制度の健全かつ安定的な運営に努めていく。

順調

行政資源の活用

適切

取組の有効性

有効

施策の効果

大きな効果が得られ
ている


